
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

島根県立大学条例施行規則の一部を改正する規則 （総 務 課） �

� �

島根県立大学の学則の一部改正の届出 （総 務 課） �

介護保険法の規定に基づく指定介護予防サービス事業者の指定 （高齢者福祉課） �

身体障害者福祉法の規定による医師の指定 （障害者福祉課） �

土地改良区の役員の就任 （農 村 整 備 課） �

換地計画書の縦覧 （ 〃 ） �

平成��年度地籍調査事業の決定の一部変更 （用 地 対 策 課） �

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） 	

道路の供用開始 （ 〃 ） 	

島根県災害復興住宅資金貸付要綱の一部改正 （建 築 住 宅 課） �


島根県災害復興住宅資金（��年�月豪雨災害）貸付要綱の一部改正 （ 〃 ） �


島根県指定金融機関等の名称等の一部改正 （会 計 課） �


� �

特定非営利活動法人の設立の認証申請に係る書類の縦覧 （環境生活総務課） ��

特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請に係る書類の縦覧 （ 〃 ） ��

平成��年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験の実施 （高齢者福祉課） ��

島根県森林情報システム端末機器等の賃貸借及び保守業務に係る一般競争入札の （森 林 整 備 課） ��

実施

島根県屋外広告物講習会の開催 （都 市 計 画 課） ��

���	��

ＩＣ運転免許証作成システム等賃貸借及び運用保守業務並びに導入業務委託契約 （警 察 本 部） ��

に係る一般競争入札の実施

ＩＣカード化運転免許証データ管理システム賃貸借及び各種システム構築並びに （ 〃 ） �	

導入業務委託に係る一般競争入札の実施


���

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定 ��

める規則の一部を改正する規則

� 


平成��年
月��日付け島根県報号外第��号中 （人 事 委 員 会） ��

����������������������������������������������������
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平成��年�月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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◇�������� !���"#$%�&'��（規則第��号）

� 規則の概要
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島 根 県 報

� �

島根県立大学条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

島根県立大学条例施行規則の一部を改正する規則

島根県立大学条例施行規則（平成��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項の表を次のように改める。


 �

この規則は、平成�	年
月�日から施行する。

� �

�������
�	

島根県立大学条例施行規則（平成��年島根県規則第��号）第��条第�項の規定により島根県立大学学則が改正され、島

根県立大学長から届出があったので、同条第�項の規定により次のとおり告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

島根県立大学学則の一部を次のように改正する。

第�条の表を次のように改める。

別表�グローバル・コミュニケーション科目の項中

「

」

を

「

」
に、

第�����号 平成��年�月��日(�)

学 部 学 科 入学定員 第
年次編入学定員 収容定員

総合政策学部 総合政策学科 ���人 ��人 	��人

学 部 学 科 入学定員 
年次編入学定員 収容定員

総合政策学部 総合政策学科 ���人 ��人 	��人

英語リーディングⅠ

英語ディスコース分析入門


 春


 春

�

�

英語リーディングⅠ 
 春 �

学生定員の改正（第�条関係）

� 施行期日

平成�	年
月�日から施行することとした。

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�����������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

区 分 改 正 前 改 正 後 増 減

入学定員 ���人 ���人 ��人

第
年次編入学定員 － ��人 ��人

収容定員 ���人 	��人 ���人



島 根 県 報

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」

に改

め、同表基幹科目の項中

「

」

を

「

」

に、

第�����号 平成��年�月��日 (�)

英語新聞論説講読

英語パブリックスピーキング

マルチメディアの英語

ビジネス英語入門

�・	 春

�・	 春

�・	 春

�・	 春













マルチメディアの英語 �・	 春 


英語ディベート入門

英語政治コミュニケーション

�・	 秋

�・	 秋







英語ディベート入門 �・	 秋 


統計学

分析技法

データベース論

情報理論の基礎

情報資料論

社会調査法

シミュレーションⅠ

シミュレーションⅡ

シミュレーションⅢ

� 秋


 春


 秋

� 秋


 春


 秋

�・	 春

�・	 秋

�・	 秋




























統計数学入門

プログラム入門

ネットワークの基礎

統計学

統計分析技法

データベース論

情報処理の基礎

情報公開システム論

社会調査法

統計演習

シミュレーション演習

� 春


 春

�・	 春


 春

�・	 春


 秋

� 秋

�・	 秋


 秋


 秋

�・	 春


































法と社会

政治と社会

� 春

� 春







法学入門

政治学入門

経済学入門

� 春

� 春

� 春
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「

」
を

「

」
に、

「

」
を

「

」
に、

「

」

を

「

」に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、「政策評価論」を「政策評価システム論」に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

第�����号 平成��年�月��日(�)

国際社会の仕組み 	 春

国際政治学入門 	 秋

政治学 	・
 春

政治学 	 秋

地域研究方法論

比較文化論

民俗文化論

	・
 秋


・� 春

	・
 秋










比較文化論 
・� 春 


朝鮮半島と日本

欧米Ⅰ

欧米Ⅱ


・� 春


・� 春


・� 秋

中国社会論

朝鮮半島と日本

欧米


 秋


・� 春


・� 秋

比較政治学

国際社会論


・� 秋


・� 秋

国際社会論

国連大学グローバル・セミナー


・� 秋

�・� 春

総合日本経済論

政策文化論

�・� 春

�・� 春







総合日本経済論 �・� 春 


国際開発論

開発経済論


・� 秋

�・� 春







国際開発論 
・� 秋 


国際金融事情

プロジェクト評価論

比較外交政策論


・� 秋

�・� 春

�・� 秋
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「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」
を

「

」
に改め、同表ビジョン形成科目の項中

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」
を

「

」
に、

「

を

第�����号 平成��年�月��日 (�)

国際金融事情 	・
 秋 	

経営管理論

経営戦略論

	・
 秋


・� 春

	

	

経営管理論 	・
 秋 	

企業組織論

ネットワーク組織論 Ⅰ

ネットワーク組織論 Ⅱ

	・
 秋

	・
 秋


・� 春

	

	

	

ネットワーク組織論 	・
・� 春 	

経営情報論

技術開発論


・� 春


・� 春

	

	

経営情報論 
・� 春 	

地方政府論

地方行政論

	・
 秋

	・
 秋

	

	

地方政府論 	・
 秋 	

地域産業構造論 
・� 春

産業構造論 
 春

東西文化交流史

東洋の歴史（古代）

�・�・�・� 秋

�・�・�・� 春

	

	

東西文化交流史 �・�・�・� 秋 	

映像表現

言語と文化Ⅰ

�・�・�・� 春

	・
・� 春

	

	

映像表現 �・�・�・� 春 	

情報と科学史 �・�・�・� 秋

哲学 
 秋

地場産業・産地 	・
・� 春 	



島 根 県 報

」

「

」
に、

「

」

を

「

」
に、

「

」

を

「

」
に改

め、同表産公学連携関連科目の項中

「

」

を

「

」
に改める。

別表�中アの表を削り、イの表をアの表とし、ウの表をイの表とする。

別表�グローバル・コミュニケーション科目の項中

「

」
を

� �

� この学則は、平成��年�月��日から施行し、別表�及び別表�の規定は平成��年�月�日から、第�条の改正後の規

定については平成�	年�月�日から適用する。

� 平成�	年�月�日から平成�
年�月
�日までの間において総合政策学部総合政策学科における収容定員は、改正後の

島根県立大学学則（以下「改正後の学則」という。）第�条の規定に関わらず、次のとおりとする。

� 改正後の学則別表�及び別表�の規定は、平成��年度以降に入学する者について適用し、平成��年度以前に入学した

者については、なお従前の例による。

������	
	�

第�����号 平成��年
月�
日(�)

安全と信頼 �・�・
・� 秋 �

地場産業・産地 �・�・� 春 �

日本企業の労務管理

近代化過程と現代諸制度

社会と福祉

�・�・
・� 春

�・�・� 春

�・�・
・� 秋

�

�

�

日本企業の労務管理 �・�・
・� 春 �

ＮＰＯ活動

世界情勢の見方

�・�・
・� 秋

�・�・� 秋

�

�

ＮＰＯ活動 �・�・
・� 秋 �

島根ベンチャービジネス論Ⅰ

島根ベンチャービジネス論Ⅱ

�・�・
・� 春

�・�・
・� 秋

�

�

ベンチャービジネス論 � 春 �

情報科目 � �

「

」
に改め、同表合計の項中

「

」
を情報科目 �� � 
� 	�

「

」
に改める。
� 	�

学 部 学 科
収 容 定 員

平成�	年度 平成��年度 平成��年度 平成��年度

総合政策学部 総合政策学科 �
�人 ���人 �	�人 	��人
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介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者を次のとおり指定し

たので、同法第���条の�第�号の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	


身体障害者福祉法（昭和�	年法律第���号）第��条第�項に規定する医師を次のとおり指定したので、身体障害者福祉

法施行細則（昭和�	年島根県規則第�
号）第�条の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


土地改良法（昭和�	年法律第���号）第��条第�
項の規定により、次の土地改良区から役員の就任の届出があったの

で、同条第�
項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

大田市富山町西部土地改良区

第��
��号 平成��年�月��日 (
)

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

有限会社 Ｃ・Ｓ・Ｇ
介護予防通所
介護

鹿島デイサービスセンター
「こぢょっこらと」

松江市鹿島町上講武��	番地
�

平成��年
�月��日

医師の氏名 診療科目
従 事 す る 医 療 機 関

指定年月日
名 称 所 在 地

丸山 信之 脳神経外科 島根大学医学部附属病院 出雲市塩冶町��－� 平成��年�月��日

西尾 渉 呼吸器外科 島根大学医学部附属病院 出雲市塩冶町��－� 平成��年�月��日

増野 純二 内科 島根県立中央病院 出雲市姫原�－�－� 平成��年�月��日

角田 耕紀 内科 隠岐広域連合立隠岐病院 隠岐郡隠岐の島町城北町��� 平成��年�月��日

三宅賢一郎 眼科 隠岐広域連合立隠岐病院 隠岐郡隠岐の島町城北町��� 平成��年�月��日

竹田 昌希 泌尿器科 隠岐広域連合立隠岐病院 隠岐郡隠岐の島町城北町��� 平成��年�月��日

松田 英賢 耳鼻いんこう科 松江赤十字病院 松江市母衣町��� 平成��年�月��日

中右 博也 脳神経外科
医療法人沖縄徳洲会出雲
徳洲会病院

簸川郡斐川町直江町��
	－� 平成��年�月��日

中右 礼子 脳神経外科
医療法人沖縄徳洲会出雲
徳洲会病院

簸川郡斐川町直江町��
	－� 平成��年�月��日

長谷 亨 整形外科 島根大学医学部附属病院 出雲市塩冶町��－� 平成��年�月��日

衛藤 誠二
リハビリテー
ション科

社団法人益田市医師会立
益田地域医療センター医
師会病院

益田市遠田町���
－� 平成��年�月��日

田中 新亮 消化器科 松江市立病院 松江市乃白町��－� 平成��年�月��日

堅野比呂子 眼科 松江市立病院 松江市乃白町��－� 平成��年�月��日
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� 就任した役員の氏名及び住所

理事

小林 孝幸 大田市富山町山中����番地�

� 就任年月日

平成��年	月
�日

���������	

土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定に基づき、県営土地改良事業に伴う飯石南（頓原）地区

長谷工区の換地計画を定めたので、同条第�項において準用する同法第�
条第�項の規定により次のとおり縦覧に供す

る。

なお、当該換地計画に不服がある場合は、縦覧期間満了後��日以内に、島根県知事に対して異議申立てをすることがで

きる。

平成��年�月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

� 縦覧に供する書類の名称

換地計画書

� 縦覧の期間

平成��年�月�
日から��日間

	 縦覧の場所

飯南町役場

������
��	

平成��年度地籍調査事業の決定（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正し、平成��年�月�
日から施

行する。

平成��年�月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

表浜田市の項を次のように改める。

第��
��号 平成��年�月�
日(�)

浜田市 折居�

宇津井町�

今福Ⅶ

今福Ⅷ

本郷Ⅲ

木田Ⅱ

田ノ原Ⅰ

山ノ内Ⅱ－�

山ノ内Ⅱ－�

木都賀①

西河内・栃木①

折居�

宇津井町	

交付決定の日から平成��年	月
�日まで
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��������	


道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第
項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月�	日

第�����号 平成��年�月�	日 (�)

宇津井町


田橋町�

和田Ⅰ

和田Ⅱ

木都賀②

栃木②

折居�

岡見�

岡見
－�

岡見
－


古市場�

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道
岡見停車場
線

浜田市三隅町岡見����

番�地先から同����番
�地先まで

前
メートル

����～
����

メートル
�����

浜田県土整
備事務所

災害復旧工事

拡幅後 ����～
�����

�����

〃 鰐淵寺線
出雲市河下町字本谷東
平���番��地先から同
字���番�地先まで

前 �����～
�����

��	���

出雲県土整
備事務所

災害防除工事

拡幅後 �����～
���	�

��	���

〃 出雲平田線
出雲市大津町���番�

地先から同町���番��

地先まで

前 �����～
�����

���	� 道路改良工事

拡幅後 �����～
	����

���	�
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島根県知事 澄 田 信 義

��������	


島根県災害復興住宅資金貸付要綱（昭和��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

様式第�号表面中「簡易耐火」を「準耐火」に改め、同様式裏面中「土木建築事務所長」を「隠岐支庁長又は県土整備

事務所長」に改める。

様式第	号中「簡易耐火」を「準耐火」に改める。

� �

この告示は、平成��年�月��日から施行する。

��������



島根県災害復興住宅資金（
�年�月豪雨災害）貸付要綱（昭和
�年島根県告示第���号）の一部を次のように改正す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

様式第�号表面中「簡易耐火」を「準耐火」に改め、同様式裏面中「土木建築事務所長」を「隠岐支庁長又は県土整備

事務所長」に改める。

様式第	号中「簡易耐火」を「準耐火」に改める。

� �

この告示は、平成��年�月��日から施行する。

���������


島根県指定金融機関等の名称等（平成�
年島根県告示第
�号）の一部を次のように改正し、平成��年�月��日から施行

する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第
号の表島根県信用農業協同組合連合会の項中「島根県内に所在する本所及び支店」を「本所」に改める。

第�����号 平成��年�月��日(��)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道 出雲平田線
出雲市大津町���番�地先から同町��
番

地先まで

メートル
������

平成��年
�月��日 出雲県土整

備事務所
〃 鰐淵寺線

出雲市河下町字本谷東平���番��地先か
ら同字���番�地先まで

�
����
平成��年
�月��日

〃
安来伯太日
南線

安来市伯太町東母里��番�地先から同
�
��番
地先まで

������
平成��年
�月��日

松江県土整
備事務所広
瀬土木事業
所
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� �

特定非営利活動促進法（平成��年法律第�号）第��条第�項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 申請のあった年月日

平成��年�月��日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 夢えっとネットかわもと


 代表者の氏名

前田恭三

� 主たる事務所の所在地

島根県邑智郡川本町川本���番地��


 定款に記載された目的

この法人は、川本町の健康をキーワードとした施策と連携し、定住人口の増と地域住民が幸福感の持てる地域づくり

を実現するため、住民や関係諸団体との連絡・調整を図り、活力あるまちづくりに関する事業の企画・運営を行うこと

を目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書

� 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

県央地区県政情報コーナー（島根県立男女共同参画センター�階）

特定非営利活動促進法（平成��年法律第�号）第��条第�項の規定に基づき定款の変更の認証申請があったので、同条

第
項において準用する第��条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 申請のあった年月日

平成��年�月�	日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 ぽんぽん船


 代表者の氏名

秦野尚雄

� 主たる事務所の所在地

島根県出雲市多伎町多岐���番地�


 定款に記載された目的

この法人は、障害者自立支援事業を中心に、障害のある方が自立した日常生活、社会生活活動を営めるための支援を

第�����号 平成��年�月�	日 (��)
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行い、ノーマライゼーションの町づくりを推進することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

変更後の定款

� 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

出雲地区県政情報コーナー（出雲合同庁舎�階）

平成��年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験を次のとおり実施する。

平成��年�月�	日

島根県知事 澄 田 信 義

� 試験の日時

� 試験日 平成��年�
月��日（日）

� 試験開始時刻 午前�
時

� 試験会場

� 受験資格

受験日において介護保険法施行規則（平成��年厚生省令第	�号）第��	条の�に規定する業務従事期間要件を満たす

者であること。


 試験の内容等

� 内容及び方法

次の事項につき筆記試験により行う。

ア 介護保険制度に関する基礎的知識

イ 要介護認定及び要支援認定に関する基礎的知識及び技能

ウ 居宅サービス計画及び施設サービス計画に関する基礎的知識及び技能

エ 保健医療サービス及び福祉サービスに関する基礎的知識及び技能

� 試験問題の解答の免除

次の表の左欄に掲げる法定資格を取得している者については、それぞれ次表の右欄に掲げる分野の試験問題の解答

を免除する。

なお、アからウまでの法定資格を重複して取得している者については、それぞれの分野の解答を免除する。

第�����号 平成��年�月�	日(��)

試験地 試 験 会 場 (所在地)

松 江 市

浜 田 市

島根大学 (松江市西川津町�
�
)

県立浜田高等学校 (浜田市黒川町	���)

法 定 資 格 解 答 免 除

ア 医師、歯科医師 保健医療サービスの知識（基礎・総合）

イ 薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療

法士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、栄養士（管理栄

養士）、義肢装具士、言語聴覚士、歯科衛生士、視能訓練士、柔道整

復師

保健医療サービスの知識（基礎）

ウ 社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士 福祉サービスの知識
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� 受験申込みに必要な書類等

� 平成��年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験受験申込書

� 平成��年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験受験票

� 実務経験（見込）証明書

実務経験証明者と本人が同一の場合は、開業許可書、認可書、届出書、業務委託契約書等の実務経験を有すること

を客観的に証明できる書類の写しを添付すること。

また、見込証明となる者は、平成��年��月�日（水）までに改めて実務経験証明書を提出すること。この実務経験

証明書が期限までに提出されない場合は、受験資格を満たさなかったものとして、受験は無効とする。

� 受験資格に応じて提出する書類

ア 国家資格等の免許等の写し

イ 社会福祉主事任用資格の取得が確認できる書類（大学の成績証明書等）

ウ 訪問介護員養成研修�級課程又はこれに相当する研修を修了したことが確認できる書類（研修の修了証書の写し

等）

エ その他受験資格を確認するために必要な書類

� 受験手数料

��			円に相当する額の島根県収入証紙を受験申込書の所定の欄にはり付けること（収入証紙には消印をしないこ

と。）。


 受験申込受付期間及び提出先

� 受付期間

ア 平成��年
月��日（月）から平成��年�月��日（金）まで

イ 封筒の表に「受験申込書在中」と朱書きし、必ず簡易書留にて郵送すること。

（�月��日までの消印のあるものに限り受け付ける。）

� 受験申込書の送付先

〒
�	－��	� 島根県松江市殿町�番地 島根県健康福祉部高齢者福祉課

� 受験票の交付

受験票は郵送により交付する。試験日の�	日前までに届かない場合は、島根県健康福祉部高齢者福祉課に問い合わせ

ること。

� 受験申込書等の請求

受験の手引、受験申込書等は、
月�日（月）から島根県健康福祉部高齢者福祉課、各福祉事務所又は松江保健所、

出雲保健所、県央保健所若しくは益田保健所並びに各市役所及び各町村役場で交付する。

なお、郵送で請求する場合は、封筒の表に「受験申込書請求」と朱書きし、島根県健康福祉部高齢者福祉課あてに

��	円切手をはったあて先明記の返信用封筒（縦��センチメートル×横��センチメートルで郵便番号、住所及び氏名を

記入したもの）を同封し請求すること。

�	 合格者の発表

受験者全員に郵送により合否を通知する。

�� その他

� 交通手段

試験会場及びその周辺での駐車はできないので、バス等の公共交通機関を利用すること。

� 介護支援専門員実務研修

本試験の合格者を対象に行われる介護支援専門員実務研修については、別途案内する。

� 問合せ先

この試験についての問合せは、島根県健康福祉部高齢者福祉課（電話	���－��－
��	）にすること。

第�����号 平成��年�月��日 (��)
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次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項の規定により公告

する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 調達内容

� 借入件名及び数量

森林情報システム端末機器等の賃貸借及び保守業務 一式

� 調達案件の仕様等

「森林情報システム端末機器等の賃貸借及び保守業務仕様書」（以下「仕様書」と言う。）による。

� 賃貸借期間

平成��年�	月�日から平成��年
月�	日まで

� 納入期限

平成��年
月��日（金）

� 納入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア 郵送、電送による入札は認めない。

イ 入札書に記載する金額は総額とし、平成��年�	月�日から平成��年
月�	日までの月額価格の総数を記載する。

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した額（当該金

額に�円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、入札書には見積もった契約金額の�	
分の�		に相当す

る金額を記載すること。

エ 代理人をもって入札する場合は、委任状を持参すること。

オ 入札者又はその代理人は、入札に際し、同一事項について同時に他の入札者の代理人になることはできない。

カ 最低制限価格は設定しない。

� 入札参加者の資格等

� 地方自治法施行令第���条の�の規定に該当しない者であること。

� 物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱（昭和�
年島根県告示第�号）第�条に規定する入札参加

資格者名簿において、営業種目大分類「�� 借入品」中分類「�情報処理機器」のＡ等級で登録された者であるこ

と。

� 島根県が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負等の指名競争入札について指名停止の措置を受

け、入札日においてその措置の期間が満了していない者であること。

� この入札に参加を希望する者は、下記により入札参加資格の確認を行わなければならない。

ア 平成��年�月�日までに入札参加資格確認申請書及びその他必要な書類を提出し、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。

なお、期限までに申請書その他の書類を提出しない者又は入札参加資格が無いと認められる者は、本競争入札に

参加することができない。

イ 入札参加資格の確認は入札参加資格確認申請書の提出期限をもって行うものとし、その結果は平成��年�月�日

までに通知する。

ウ 入札参加資格の確認に必要な書類については、参加希望者が持参するものとし、電送又は郵送は受け付けない。

なお、受付時間及び受付場所については以下のとおりとする。

第�����号 平成��年�月��日(��)
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ア� 受付時間

平成��年�月��日から平成��年�月�日までの間（日曜日、土曜日及び祝日を除く。）

交付時間は午前�時から午後	時までとする。

イ� 受付場所

〒
��－�	�� 島根県松江市殿町�番地 島根県庁�階

島根県農林水産部森林整備課森林計画グループ 
��：��	�－��－	���

������アドレス：������������������������������ �!�

" 入札手続等

� 契約条項を交わす場所、仕様書の交付場所及び問合せ先

上記#�アイ�の場所若しくは、島根県のホームページからダウンロードが可能。

� 仕様書の交付期間

平成��年�月��日から平成��年�月�日までの間（日曜日、土曜日及び祝日を除く）

交付時間は午前$時から午後%時までとする。

� 入札の日時及び場所

日時：平成��年�月��日（金）午前��時��分

場所：島根県松江市殿町�番地 島根県庁第#分庁舎大会議室

� その他

� 契約の手続きに使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

ア この入札に参加を希望する者は、見積もる契約金額の���分の%以上の入札保証金を納付しなければならない。

イ 入札保証金の納付は、現金のほか国債、地方債その他有価証券の提供をもって代えることができる。

ウ 入札保証金は、落札者には契約締結後に、その他の者には落札決定後に還付するものとする。

エ 入札保証金納付の免除を受けようとする者は下記のいずれかの書類を入札日の前日までに提出しなければならな

い。

ア� 島根県を被保険者とする保険会社との入札保証保険契約書

イ� この入札と内容及び規模がほぼ同等の契約を、過去�年間に国・地方公共団体と#回以上締結し履行したこと

を証明する書類

オ 事前に入札保証金を納付する場合は下記の場所へ納付すること。

場所：島根県松江市殿町�番地 島根県庁�階島根県出納局審査課

カ 入札保証金を入札日当日に納付する場合は、入札開始の��分前から入札会場にて納付手続きを行うので、入札開

始までに納付手続きを完了すること。

� 契約保証金

契約金額の���分の��以上を納付しなければならない。ただし、島根県会計規則（昭和��年島根県規則第��号）第


�条の#各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、封印した入札書に下記の書類を添付して提出しなければならない。

ア 入札保証金の納付書又は領収書（ただし入札保証金の免除を受けた者を除く。）

イ 入札参加資格確認通知書

ウ 入札書

エ 委任状（代理人より入札を行う場合。）

� 入札の無効

この公告に示した入札参加資格のない者が入札したとき、入札者に求められる義務を履行しなかったとき、その他

第�&���号 平成��年�月��日 (�	)



島 根 県 報

島根県会計規則第��条各号のいずれかに該当するときは、当該入札者の入札は無効とする。

� 契約書作成の要否

要する。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第��条の規定に基づき定められた予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ

た入札者を落札者とする。

� 再度入札

再度入札は、�回まで行うものとする。

� 入札の取り止め又は延期

不正の入札が行われるおそれがあると認められるとき、又は、天災、地変その他やむを得ない事由が生じたとき

は、会計規則第��条の�第�項の規定により当該入札を取りやめ、又は入札期日を延期する。

この場合は同条第�項の規定により速やかにその旨を記載する。

� 質疑

この入札について質疑がある場合は、書面により平成��年	月
日までに直接又は郵送により提出すること。

� その他詳細

仕様書による。

島根県屋外広告物条例（昭和��年島根県条例第��号）第��条の規定に基づく島根県屋外広告物講習会を次のとおり開催

するので、島根県屋外広告物条例施行規則（昭和��年島根県規則第��号）第��条第�項の規定により公告する。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 講習会の目的

屋外広告物の表示及び屋外広告物を提出する物件の設置に関し必要な知識を修得させることを目的とする。

� 期日及び場所

期日 平成��年�月��日

場所 松江市殿町���番地

島根県民会館���会議室

� 受講申込受付期間

平成��年	月�日から平成��年	月��日まで


 受講申込先

島根県土木部都市計画課、隠岐支庁県土整備局又は各県土整備事務所

� 受講申込用紙の請求先

島根県土木部都市計画課


 講習手数料

�����円（島根県収入証紙をもって納付のこと）

� � � � � �

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の
第�項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成	年政令第���号）第
条の規定により公告する。

平成��年
月��日

島根県警察本部長 塩 川 実喜夫

第�����号 平成��年
月��日(��)
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� 入札の内容

� 入札の件名

ＩＣ運転免許証作成システム等賃貸借及び運用保守業務並びに導入業務委託契約

� 賃貸借物品の仕様及び数量等

入札説明書による。

� 賃貸借期間

平成��年�月�日から平成��年��月��日の間

� 委託期間

契約日から平成��年�月��日の間

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に�円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者

は消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の���分の���に相

当する金額を入札書に記載すること。

入札書に記載された金額のうち最低価格を落札金額とする。

	 入札参加資格

入札参加者は、単独企業・法人にあっては次の�に掲げる要件のすべてを、共同入札者にあっては次の�に掲げる要

件のすべてを満たし、島根県警察本部長の参加資格の確認を受けたものであること。

� 単独企業・法人の資格要件

ア 地方自治法施行令第�
�条の�第�項の規定に該当しない者であること。

イ 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の一般競争入札において指名停止の措置

を受け、提出書類の提出期限においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

ウ 物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱（昭和
�年島根県告示第�号）第�条の規定により、開

札の前日までに知事の承認を受け、営業種目大分類「�
 借入品」中分類「�情報処理機器」格付Ａの入札参加資

格の認定を受けている者（以下「賃貸借資格者」という。）であること。

エ 共同入札者の構成員でないこと。

� 共同入札者の資格要件

ア 地方自治法施行令第�
�条の�第�項の規定に該当しない者であること。

イ 島根県建設工事請負契約競争入札参加資格審査要綱（平成��年�月��日島根県告示第���号）第�条の規定によ

り入札参加資格の認定を受けているか、または、物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱第�条の

規定により入札参加資格の認定を受けていること。

ウ 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の一般競争入札において指名停止の措置

を受け、提出書類の提出期限においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

エ 共同入札者のいずれか一方が「賃貸借資格者」であること。

� 入札書の提出場所等

� 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒
��－���� 島根県松江市殿町�番地�

島根県警察本部警務部会計課

電話����－�
－���� 内線����～���


� 入札説明書の交付期間及び方法

平成��年�月��日（金）から平成��年�月�日（火）まで（土曜、日曜及び休日を除く。）の午前�時から午後�

時までの間、上記�の場所において交付する。

� 入札説明会

第�����号 平成��年�月��日 (��)



島 根 県 報

ア 日時 平成��年�月��日（火） 午後�時

イ 場所 島根県松江市殿町�番地 島根県第二分庁舎�階 入札室

� 入札書の受領期限

平成��年�月�日（木）午後�時（郵便による入札にあっては、正午までに到着していること。）

� 開札の日時及び場所

ア 日時 平成��年�月�日（木） 午後�時

イ 場所 島根県松江市殿町�番地 島根県第二分庁舎�階 入札室

� その他

� 契約手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

契約予定相当額を契約期間の月数で除し、��を乗じて得た額の�		分の
以上を納付すること。ただし、島根県会

計規則（昭和��年島根県規則第��号）第
�条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 契約保証金

契約金額を契約期間の月数で除し、��を乗じて得た額の�		分の�	以上を納付すること。ただし、島根県会計規則

第
�条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示した書類を入札説明書に定める提出期限までに提出しなければな

らない。

なお、入札者は、開札日時までの間において、当該書類に関し、説明を求められた場合は、それに応じなければな

らない。


 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のないものが入札をしたとき、その他島根県会計規則第
�条各号のいずれかに該当する

ときは、当該入札者の入札は、無効とする。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第
�条の規定に基づき定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を

落札者とする。

� その他

詳細は入札説明書による。

� �������

� ���������������������

����� ������������!"�#���������$ ��"%���&'"������(������ �����������)����"�#��"��������

���"��������"��������"�

� �)��"�"���"������*����"�����'����

+�����"�#���,��"��-)'����"������

� .�'"%��������"��

+�����"�#���,��"��-)'����"������

� ����"�#/��"��

���0������1�		2������.�������1�	��

� 3����/��"��

4��� ������������������0������1�		2

� .�������"������''"�#����������

���56		�����+�#���1�		


第�12��号 平成��年�月��日(��)
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次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和''年政令第�!号）第�!+条の,第-項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成.年政令第*+'号）第,条の規定により公告する。

平成��年,月'*日

島根県警察本部長 塩 川 実喜夫

- 入札の内容

� 入札の件名

ＩＣカード化運転免許証データ管理システム賃貸借及び各種システム構築並びに導入業務委託契約

� 賃貸借物品の仕様及び数量等

入札説明書による。

� 賃貸借期間

平成�"年-月-日から平成'*年�'月*�日の間

� 委託期間

契約日から平成��年�'月*�日の間

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の/パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に-円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者

は消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の�#$分の�##に相

当する金額を入札書に記載すること。

入札書に記載された金額のうち最低価格を落札金額とする。

0 入札参加資格

この入札に参加する者は、単独企業・法人にあっては次の�に掲げる要件のすべてを、共同入札者にあっては次の�

に掲げる要件のすべてを満たし、島根県警察本部長の参加資格の確認を受けた者であること。

� 単独企業・法人の資格要件

ア 地方自治法施行令第�!+条の1の規定に該当しない者であること。

イ 物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱（昭和2$年島根県告示第1号）第1条の規定により、開

札の前日までに知事の承認を受け、営業種目大分類「�2 借入品」、中分類「�情報処理機器」格付Ａの入札参加

資格の認定を受けている者（以下「賃貸借資格者」という。）であること。

ウ 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の一般競争入札において指名停止の措置

を受け、提出書類の提出期限においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

エ 共同入札者の構成員でないこと。

� 共同入札者の資格要件

ア 地方自治法施行令第�!+条の1の規定に該当しない者であること。

イ 島根県建設工事請負契約競争入札参加資格審査要綱（平成�*年3月*#日島根県告示第'+*号）第1条の規定によ

り入札参加資格の認定を受けているか、または、物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱第1条の

規定により物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格者名簿に登載されている者であること。

ウ 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の一般競争入札において、指名停止の措

置を受け、提出書類の提出期限においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

第��+��号 平成��年,月'*日 (�")
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エ 共同入札者のいずれか一方が、「賃貸借資格者」であること。

� 入札書の提出場所等

� 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒���－���� 島根県松江市殿町�番地	

島根県警察本部警務部会計課

電話���
－
�－���� 内線

��～

��

� 入札説明書の交付期間及び方法

平成��年�月
�日（金）から平成��年�月	日（火）まで（土曜、日曜及び休日を除く。）の午前
時から午後�

時までの間、上記�の場所において交付する。

� 入札説明会

ア 日時 平成��年�月��日（火） 午後�時

イ 場所 島根県松江市殿町�番地 島根県第二分庁舎�階 入札室

� 入札書の受領期限

平成��年�月�日（木）午後�時（郵便による入札にあっては、正午までに到着していること。）

� 開札の日時及び場所

ア 日時 平成��年�月�日（木） 午後�時

イ 場所 島根県松江市殿町�番地 島根県第二分庁舎�階 入札室

� その他

� 契約手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

契約予定相当額を契約期間の月数で除し、�
を乗じて得た額の���分の�以上を納付すること。ただし、島根県会

計規則（昭和��年島根県規則第

号）第��条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 契約保証金

契約金額を契約期間の月数で除し、�
を乗じて得た額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則

第��条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示した書類を入札説明書に定める提出期限までに提出しなければな

らない。

なお、入札者は、開札日時までの間において、当該書類に関し、説明を求められた場合は、それに応じなければな

らない。

� 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のないものが入札をしたとき、その他島根県会計規則第��条各号のいずれかに該当する

ときは、当該入札者の入札は、無効とする。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第�
条の規定に基づき定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を

落札者とする。

� その他

詳細は入札説明書による。

� �������

� ������������������ ��

!��"�#�����������"�"���"������$� �����%#��� ��&�  �'(��")*'���"�"+����"�#�������������,

"�����'����(��'��""�"���"�� '���� ���'�� �����'�

第�-.��号 平成��年�月
�日(
�)
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� � � � � � �

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

平成�*年/月�"日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
���������
�

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

島根県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（昭和0�年島根県人事委員会

規則第�"号）の一部を次のように改正する。

� �

この規則は、公布の日から施行する。

� �

平成�*年1月"�日付け島根県報号外第�*号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第��!**号 平成�*年/月�"日 (��)

別表第!*中

「

」

を

町長部局 参事 支所長 総務課長 財政課長 出張所長 総務課長補佐（行政又は

職員担当に限る。） 行政係長 職員係長

教育委員会事務局 教育長 参事

「

」

に改める。

町長部局 総務課長 企画財政課長 健康福祉課長 環境課長 農林水産課長 観光

商工課長 建設課長 支所長 出張所長 総務課長補佐（行政又は職員担

当に限る。）行政係長 職員係長

教育委員会事務局 教育長 総務学校教育課長
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平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円

(送料共)
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